
１．調査要領
(1)調査対象

ア 対象地区 荒川商工会地区内小規模事業者

イ 調査企業数 事業所 （うち小規模事業者数 事業所）

ウ 回答企業数 事業所 （うち小規模事業者数 事業所）

)

(2)調査対象期間

令和２年７月～令和２年１２月

（調査時点　　令和２年１２月１日）

(3)調査方法

経営指導員等による巡回または窓口によるヒアリング調査

(4)調査対象と回答企業の構成
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２．地域内産業全体の景況概要

【代表者の年齢と後継者の状況】

代表者の年齢 後継者の状況

【売上高】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【採　算】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【仕入単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【販売（客）単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

景況は前期比から見ると僅かに回復傾向が見受けられるが、今後の見通しでは全て
の回答が悪化を示しており、今後の景気低迷が予想される結果となった。２年度は
新型コロナウイルス感染症の影響からか業種に関わらず多くの企業が「需要の停
滞」を経営課題として答える企業が多数である。

3事業所 13事業所 20事業所 4事業所 13事業所 27事業所

20～30代 40～50代 60～70代 80代以上 後継者 あり 後継者 なし

10 27

上昇 不変 低下 上昇 不変

12 27 1 12 27 1

低下 上昇 不変

採算性については前年同期比、前期比、今後の見通しについて「好転」から「悪
化」を引いた状況が、前年同期比で▲60.0％、前期比で▲27.5％となっている。
今後の見通しでは▲52.5％となっており、売上高の減少と仕入単価の上昇がさら
なる採算性の悪化を招く結果となっている。

仕入単価については前年同期比、前期比、今後の見通しについて「上昇」から
「低下」を引いた状況が、前年同期比で27.5％、前期比で27.5となっている。今
後の見通しでは前期比と同じく17.5％となっており、今後の変動は少ない見込み
となっている。
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売上高については前年同期比、前期比、今後の見通しについて「増加」から「減
少」を引いた状況が、前年同期比で▲60.0％、前期比で▲10.0％となっている。
今後の見通しでは▲55.0％となっており、今後さらなる売上高の減少が予想され
る。

不変 悪化好転 不変 悪化
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販売（客）単価については前年同期比、前期比、今後の見通しについて「上昇」
から「低下」を引いた状況が、前年同期比で▲10.0％、前期比で2..5％となって
いる。今後の見通しでは▲15.0％となっており、今後は販売（客）単価がさらに
低下する見通しとなっている。
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代表者の年齢は60～70代と40～50代が大半を占め、代表者の高齢化が継続してい
る。後継者の有無については、約７割がなしという結果となっている。



【資金繰り】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【雇用動向】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【景況判断】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【新型コロナ対策で活用し、良かった支援策】

悪化 好転 不変

2 8 30 3 17 20 1 18

好転 不変 悪化 好転 不変

1 35 4 1 37 2 0 39

増加 不変 減少 増加 不変 減少 増加 不変

1 16 23 4 23 13 0 24

好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 好転 不変

資金繰りについては前年同期比、前期比、今後の見通しについて「好転」から
「悪化」を引いた状況が、前年同期比で▲55.0％、前期比▲22.5％となってい
る。今後の見通しでは▲40.0％となっており、資金繰りが今後さらに悪化する見
通しとなっている。

雇用動向については前年同期比、前期比、今後の見通しについて「増加」から
「減少」を引いた状況が、前年同期比で▲7.5％、前期比が▲2.5％と推移してい
たが、今後の見通しでは2.5％と、多少であるが回復する見通しとなっている。

景況判断については前年同期比、前期比、今後の見通しについて「好転」から
「悪化」を引いた状況が、前年同期比で▲70.0％、前期比で▲42.5％となってい
る。今後の見通しでは▲50.0％となっており、今後悪化する見通しとなってい
る。

「持続化給付金」が24件（60.0％）と最も多く、「元気づくり飲食券・商品券」
が8件（20.0％）、三密対策支援金3件（7.5％）「コロナ対策融資（日本政策金
融公庫）」が2件（5.0％）となっている。支援策を活用していない事業者も1件
あった。
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【経営上の問題点】

３．産業別景況概要

（１）製造業

（２）建設業

　「後継者あり」が25.0％、「後継者なし」が75.0％である。代表者の年齢は
「60～70代」（51.3％）と「40～50代」（48.7％）で、事業者の高齢化を示す結
果となった。
　前期比から見るとほとんどの項目で多少の回復傾向が見られるが「採算性」
「販売客単価」等が悪化を示した。
　来期の見通しでは、「売上」「販売客単価」に多少の回復傾向が見られるが、
その他ではさらに悪化するとの回答が多く、今後も厳しい状態が続くと予想され
る。良かった支援制度では「持続化給付金」という回答が58.3％を占め、その後
に「雇用調整助成金」「コロナ制度融資（日本政策金融公庫）」が続く。
　経営課題では「需要の停滞」（6件）、「店舗、設備等の老朽化」（6件）の回
答が多く、自由回答では「自身の高齢化」を課題に挙げる事業者もいた。

　「後継者あり」が33.3％、「後継者なし」が66.7％である。代表者の年齢は
「60～70代」（57.1％）と「40～50代」（38.0％）が、ほとんどの割合を占める
結果となった。
　前期比から見るとほとんどの項目で若干の回復を示したが、「雇用動向」のみ
悪化を示した。
　来期の見通しでは、ほとんどの項目がマイナスを示しており、特に「売上」
「景況判断」の項目が悪化を示した。良かった支援制度では「小規模事業者持続
化給付金」の他、「元気づくり飲食・商品券」の回答も目立った。
　経営課題では「従業員の確保」（12件）を課題とする事業所が多く、次いで
「需要の停滞」（9件）が挙げられ新型コロナウイルス感染証の影響が見受けら
る結果となった。

「需要の停滞」が24件（60.0％）と最も多く、以下「同業者、大型店等の進出」
が17件（42.5％）、「税負担の増加」が14件（35.0％）、「受注、販売競争の激
化」が13件（32.5％）、「店舗、設備等の老朽化」が8件（20.0％）、などと
なっている。
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（３）卸・小売業

（４）サービス業

　「後継者あり」が40.0％、「後継者なし」が60.0％である。代表者の年齢は
「60～70代」（66.6％）が最も多く、代表者の高齢化が見て取れる結果となっ
た。
　前期比から見るとほとんどの項目で多少の回復傾向が見られたが、「景況判
断」のみが悪化を示した。しかしながら、来期の見通しではほとんどの項目が悪
化を示し、今後も景気低迷が続くことが予想される。
　良かった支援制度では「持続化給付金」の他、「元気づくり飲食・商品券」
「コロナ対策融資（日本政策金融公庫）」「コロナ対策融資（県制度融資）」が
挙げられる。
　経営課題では「需要の停滞」（8件）が一番多く、続いて「店舗・設備等の老
朽化」（7件）「仕入単価の上昇」（5件）と続く。

　「後継者あり」が38.4％、「後継者なし」が61.6％である。代表者の年齢は
「60～70代」（50.0％）と「40～50代」（38.4％）が大半を占め、代表者の高齢
化が見て取れる結果となった。
　前期比から見ると全ての項目が多少の改善を示した。しかし、来期の見通しに
おいて、「売上」「販売客単価」「景況判断」が悪化を示し、その他の項目は横
ばいという結果になり、今後の景気低迷が予想される結果となった。
　良かった支援策では「持続化給付金」が一番回答数が多かったが、その他では
「元気づくり飲食・商品券」「三密対策支援金」「休業支援金」など、幅広い支
援策が回答されていた。
　経営課題では「需要の停滞」（13件）、「店舗、設備の老朽化」（11件）、
「受注、販売競争の激化」を課題とする事業所が多い。




